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〈審議経過概略〉
【全体】

○　全体的な印象とすると、どんなに障害が重くても、必要なサービスを利用しながら本人が希望する地域で安心して暮らせる社会という25年前に出たスローガンが後退している。

　第１に、重度訪問介護の報酬単価が非常に低くなった。支給決定されても介助者が見つからず派遣できないために、地域でのサービス依頼が受けられないという認識が触れられていない。

　第２に、グループホーム、ケアホームの位置づけについて。小規模なものは採算性が悪く、施設系列の大規模な財政基盤の強いものだけ支援します、という方向が明らか。

　第３に、東京都は、区市すべてに施設を配置していく方針を打ち出し、都外施設に六千何名のうち3,500以上いる事実を配慮していない。都外や西部多摩地域の施設の新規入所をとめなければ、都内施設の拡大は施設拡大につながる。

　４番目は、地域優良賃貸住宅制度を政策に組み入れてほしい。地域での生活を援助する施策が書かれていない中、この問題は入れてもらわないと、地域へのメリットはない。

　それから、ＡＬＳや呼吸器をつけた重度の人が地域で暮らせるサービスを配置し、応援するという先駆的役割を東京都に果たしてもらいたい。東京都は、国に先駆けて先駆的役割を果たしてきたけれども、この提言には、新たなものはなく、国の施策にのっとった縮こまった政策という印象。国の施策を超えた提言に書き直していただきたい。

○　まず一つは、だれがどこへ出す提言なのか非常にわかりにくい。

　大きなテーマは、現状を見て、第２期福祉計画に関して、どのように提言していくかということ。委員から出された文書にも具体的なことが書かれているのに、生かされていない。

　前々から提言がわかりにくい。今回は、都民がわかりやすいものにしていく必要がある。

　２つ目、自立支援法について、特に問題点が多い。自立支援法は、改革の理念や今後の施策の方向性として評価できるものであるが云々とあるが、どういうところから書かれたのか。

　３つ目に、現行計画について、きちんとした評価を具体的に載せながら、それに関して言った意見をきちんと書いていけばわかりいいのではないか。

　国に関しての意見も、例えば、障害程度区分の評価についてはみんなが思っていることであり、強くいっていかなくてはならないのに、一言も触れていない。

【はじめに】
【第１章】

○　障害者の権利条約に全く触れられていない。自立支援法の障害者権利条約に抵触しているところをどう考えるか。

○　自立支援法について、さまざまな問題が生まれている事実を基本認識で書くべき。原則定率負担が利用抑制につながる懸念があって東京都はこれを補助した事実があり、そういう問題点があったことを指摘すべき。

　自立支援法の施行に伴うさまざまな問題への対策が推進協議会の中で議論されたという筋書きでないと、世の中の動きと全く関係ない答申という気がする。なぜ推進協議会をやっているかという位置づけや、今の自立支援法の評価について、触れてほしい。

○　自立支援法は、大変に利用者に対して負担を強いるという委員の声が多かった。

○　かれこれ20年、30年来、東京都が全国に先駆けて福祉を牽引してきたことへの評価がない。最近の改革だけの評価でしかないところも問題。

○　障害問題は、自立支援法というサービス法の中だけで論じるのは難しく、就労、教育、交通アクセス、権利擁護、いろいろな問題が含まれ、この中に権利条約の課題も出される。

　どんな障害を持っても地域で支援を受けて、介助を受けて暮らしていけるという権利条約19条の自立生活条項は、東京都の82年から持っていた理念で、国際的にも今ようやく実現した。それに基づいて、今、我々は、あらゆる分野の教育、就労、環境のアクセスの問題とか、あらゆる問題にわたって障害者の住みやすい社会をつくっていくと書き始めるべき。

【第２章】

○　どんなに障害が重くても、必要なサービスを利用しながら、本人が希望する地域で安心して暮らせる社会」を実現するため、最重度の障害者が地域で暮らす介助者の不足や、施設から地域への移行に消極的な姿勢を示す市町村を支援し、単価の切り下げと人件費を切り下げるなど、経営状況の悪化している派遣事業所を支援し誰もが暮らせる東京都を実現しますというような文章を、本文の中に入れていただきたい。
報酬水準などの課題について、国に対する要求はするけれども、都としては何もしないというのは、非常に不公平。

　地域生活移行のトップにグループホームやケアホームが出るのはいかがか。地域生活への移行支援は、基本は在宅、地域での居住だという方針を示さなければわからない。

　精神障害者の地域移行の問題で、区市町村が枠組みをつくるだけではどうにもならない。

　小規模なグループホームやケアホームを重視する旨に触れないと、70％を超えるこのグループホーム、ケアホームの皆さんが非常に不安。

　ジョブコーチの配置は効果的と実証されている。

　特段の支援を有する人々への適切な配慮では、高次脳機能障害、発達障害の後に、ＡＬＳや人工呼吸器をつけた重度障害者の問題も入れていただきたい。

○　福祉を担う人材の確保と育成の項を基本課題に入れていただきたい。

○　精神障害者の地域移行については、区市町村だけでなく、医療機関の看護師、グループホームなどの取組も重要。
○　福祉施設等の利用者が企業等における就労ヘ移行する動きは、低調というより、社会的制度の遅れを示すべき。サービス利用計画の作成状況も、支援の仕組みがまだ進んでいないことを明らかにすべき。また、身体障害者のグループホームについて、つけ加えていただきたい。

○　サービスの狭間にある人たちの問題について、第２章で明記すべき。

　また、重複障害や行動障害により、グループホームやアパート暮らしが難しい人たちの問題を述べないと、入所施設や地域移行の問題に関して、あたかも入所施設をこれからもどんどんつくっていくかのように聞こえてしまう。
○　特段の配慮を要する人の適切な配慮としている以外には都内施設はつくらないと明示すべき。在宅サービスを充実して、それでも在宅ではどうしても暮らせない人が施設に、ということでないと筋書きが違うのではないか。
○　決して入所施設を肯定しないが、現状として、強度行動障害といわれている方たちが暮らすところがない。あとは触法の人たち、現状では地域の中で住みづらい人たちに触れてほしい。

○　本当に家庭では育てられない、特に医療的ケアのかかわる子供たちなどにとって、施設はどうしても必要。在宅介護を続けていくにも、家族の病気や休養などのためには施設が不可欠。
○　特段の支援をする人に強度行動障害を入れていただきたい。

【第3章 １】　

○　サービス提供基盤の整備促進の供給の状況の認識のところ。結局、見込量を達成できなかったのは居宅介護等の訪問介護サービスの項目だけ。ほかの項目では見込量を達成し、施設などは見込量をはるかに超えている。

　区市町村が支給決定時間を減らしていることや重度障害者がその意向を受けて自立を思いとどまっているため、また報酬単価が低くて介助者が集まらないため事業所が重度障害者の受け入れを躊躇している場合もあるという、その理由も述べていく必要がある。

　17ページ、グループホーム及びケアホームの事業所の運営形態のところで、零細な事業者が半数を占めており、今後も増加する傾向にあるのは事実で、零細な事業が過半数という状況認識だけでは今後の対策を語る前置きにならない。

　20ページ、介護関係の人材問題。東京都はこの内容に触れていないけれど、入れました。

　事業者の経営基盤について、マイナスの点ばかり書いて、プラスの点は書かないのは不公平、きめ細かな個性的な支援をやって有効に機能していることも触れていただきたい。

　それから、障害福祉サービスを量だけで提供すればいいということではない。質の高いサービスを供給することが必要。また、本文だと、小規模は支援しません、法人化、巨大化を支援しますという趣旨だが、ここは譲っていただきたい。

　21ページ。居宅サービスの供給量の確保の問題。国が２分の１持つと義務的経費化したにもかかわらず、持たなかった事実が残っているわけで、東京都は４分の１負担をきちんとやったんですけれども、国負担の２分の１についてはどこの都道府県も放り出し、市町村の負担になったため、今回の事態が起こっている。きちんと認識してもらいたいんで、国がやらなかったということを書いていただきたい。

　丸２は、区市町村財政を圧迫するという理由で長時間介助を切ろうとする動きがあって、東京都も歩調をあわせていくと、市町村は疲弊して放り出すことになりますから、東京都は、これに対する方針と認識をきちんとしていただきたいということ。

　次に、丸４。重度包括支援事業は非常に使いにくい制度で、ボランティアを使わないと24時間できない。この制度を積極的に使うなというのは我々が全国に指示を出し、包括支援という制度はつぶしちゃおうと。重度訪問介護より安い単価で暮らせることはあり得ない。これは、自民党も認め、今後検討するということだと思います。

　丸４。市町村地域生活支援事業の必須事業である移動支援事業について、柔軟であるからよかったという評価を示しているので、「反面、消極的な取り組みの場合には、利用目的制限や時間制限、単価設定、資格制度が区市町村によって利用しづらさを残しているのが課題である」と。特に、区市町村間で資格制度とか利用制度が異なるため、八王子で三鷹や世田谷のサービスの利用者がグループホームで使おうとした場合、単価の問題で使えない。そういう問題は、地域格差を是認した中で問題だし、市によっては、病院と市役所しか行っちゃいけないような規約に戻しているところもあり、柔軟な運営とは大いに違う現状。

　次に作業所の問題。24ページ。一番上の丸。スケールメリットを願う余り、サービスの質の低下を招くというのは当然の結果。人数が多い施設で少人数の介助者でやるというようなことになると、必ず重度障害者は放り出されます。軽い障害者はしゃべれるけれども、言語障害がある重度障害者はしゃべりかけることもできないから、職員がつきっきりでいるより方法がない。その人たちがここでは死んでいく。

　丸２は、東京都の役割が明記されていないので、もっと責任を持ってほしい。

　次に、25ページ、丸３。グループホーム及びケアホームの経営基盤の強化。もともと、３年から５年してここは出て地域で暮らしていくということでグループホームを認めてくれといってきた。それが今は、終の住みかになっている。グループホーム、ケアホームもトランジションの仲立ちであれば許容範囲だけれども、長期化して30年いる場合に、特に施設系列の場合はほとんど街に出てこないから、在宅サービスの充実と並行してどっちを選ぶというふうに本人が選べる選択肢を与えてほしいと。東京都、国の「自己選択・自己決定」、施設やグループホームしかない中で選択しろと、在宅サービスはない中でやるから、選びようのない選択を強いられている。

　最後は、「30人とするモデルが提示されている」とのが事実。別に標準ではなく、30人を守らなければいけないわけではないから、モデル提示です。これに全部向かえという話ではなく、採算が合うのはこういうことだと、制度上。だから、いかに低廉なグループホームの費用を提言しているのかという言いわけに使っている。

　30、60というのは、今後、実際そんなことできるのかと。大体受ける事業所がない。都内にもっとバックアップ施設をつくるなら可能かもしれないけれども、あり得ない想定をしちゃいけない。

○　丸１は、小規模で財政的、運営的に困難な状況になっているグループホームやケアホームの支援強化を入れてほしい。

　丸２は、本当に大規模化を進めようということで、品川でできたのは、老人ホームと併設で、大規模な金融会社がやった施設。都内にも世田谷に老人ホームと療護施設併設で400名とか。品川のは防波堤の外につくられて、これから温暖化して、津波が襲われるところにつくっている。非常に問題。利益を上げようと思ってやっているわけですから、そんなものに加担しないでいただきたい。多角化、経営統合などという言葉を削っていただきたい。

　26ページの最後の丸は、都内入所施設の状況の問題。東京都は未設置の区市町村があるので、グループホームのバックアップ機能を強化した入所施設を都内の未設置区を中心に計画的に配備して、特別な助成をやってきたといっているけれども、この方法では施設が倍増する。結局、西多摩の施設は残す、それから、都内にはつくるということで、今も施設を増やさないという公約をしながら、実質的には増えている。データがどこかに書いてあったけれども、80か200か、増えています。だから、施設の病床数が増える話は、なしにしてもらいたい。

　岩城さんが、山本さんが言われるのは、そういうことを望んでいるんじゃないんです。それじゃなくて、本当に必要な、最低限必要な施設という国の言葉どおりことを言っているんで、ここには国の言葉は抜けちゃっている。本当に必要最低限の施設というのが果たして全区市に置くべきものか。それは疑問だろうし、規模は明示しなくて、小規模にというのは後半に書いているけれど、この方法では施設が倍増するので、施設から在宅移行の基本方針に反することになる。都外施設利用者を都内に引き戻す話だって、この前の答申案には出ていましたけれども、これを入れなければ意図的に消したことになります。

　八王子の福祉園は職員宿舎に28名の知的障害者が個室で自立訓練をやっている。98名が入って、その中で自立できそうな人を28名残して、今、順次地域移行を進めようとしているけれども、実質的には、地域の受け皿を施設はつくれないので、地域にグループホームができるのを待って割り込んでいるため、１人しか移行しない。

　しかも、個室に入った人たちは、二度と10人部屋の居住環境に戻りたくないと言う。重度の知的障害者にも、個室で暮らしている人たちがおり、実際やろうとすればできる。

　27ページ。障害者支援施設への移行の問題。

　地域居住の場の整備を行うべき。国土交通省には「地域優良賃貸住宅制度」があります。施行すれば多くの利用者がいると思うので、東京都の負担も20％、4,000円で済むから、やってもらいたい。4,000円じゃない、１万円ぐらいかな。

　それから、施設入居の障害程度区分４以上が施設に入って、それ以外は施設に入れないという新法。入れない人たちについて、地域移行の方策は書かれていなくて、当事者団体が地域移行について効果的ということは当事者委員がおっしゃっているところで、当事者の施設移行での活用を踏まえてもらいたい。

　最後は、やはり親のニーズと本人ニーズは違うので、そこは重心であっても親離れしたい時期が出てくる。そういう意味では、できる限り重心の方も、親だけじゃなく、親亡き後を考えれば、地域のほかの介助者との生活ができるように対応しなきゃいけない。そのために、在宅の介助サービスできちんと介助者が確保される状況をつくれば、親も安心して地域での居住の継続を認めてくれると思う。そのサービスの基盤ができているところで、実行してもらいたい。

　次、入所を必要とする人が存在すると認めているわけです。医療ケアの人たちは、ショートステイ、デイケアでレスパイトしてあげれば、親がもうちょっと見れるという人もいる。

　それから、施設がいいわけじゃなく、やはり親が見るのが本人は一番喜ぶだろう。常に本人の立場に立って考えているんで、そこは立場の違うところ。

　それから、丸３は、経過措置終了後に向け、都の責任を明記した。

　次は、入所定員の方向性で、平成20年４月１日現在、入所定員は7,619と、目標値を超過している状況は、東京都の施設地域移行の理念に反しており、7,344に早急に戻してもらいたい。

　未設置区市の増設施設のは、区に一個みたいな形にすると大変ですから、20人規模くらいの小さなところで、医療も設置された施設なら、親がしょっちゅう行き来できる。

　大規模化は、スケールメリットでいいというけれども、問題のほうが大きい。そこが権益化し、政治勢力を持って、どんどんお金を持っていって、在宅サービスを削っていきますから、それはやめてほしい。そういう将来的方向、政治的動向も考えながら議論してもらいたい。

○　17ページ、地域支援事業が今までの体系を崩してきたところが多い。具体的には、手話通訳派遣及び要約筆記の派遣。東京都がこれまでの独自施策を崩し、全部地域におろしたことを明確に書くべき。障害者の生活実態を生かしながら地域生活支援事業をどう進めていくか問われているのに、３事業が進んでいるとかいないとか書いているのは問題。

　21ページの小規模作業所は、移行そのものに反対するものではないけれども、移行に関して、実態に合わせた本当にきめの細かい対応がなされるかどうか、重要だ。

○　グループホームで、小さいから、一つだからうまくないわけではなくて、一定の支援体制とか水準を示し、その中で、いかないところは、市町村や都道府県が支援していく体制をとると、小さいところもいい形で残る。今あるいいものを残して、バックアップしていく。

　都外施設の問題が全く触れられていないが、東京都が何らかの形で計画の中に論ずるべきで、それが抜け落ちないように。

　都市型の入所施設というのはあると思う。でも、今はまだ東京都内にサービスが充足していない。入所施設がグループホームのバックアップをするのではなく、グループホーム、ケアホームのバックアップ体制を単独で考えていただきたい。

○　入所施設にいると、そこが住みかになっている。出ていきたい人もいるから、そういう人たちの準備もさせてあげなきゃいけない。グループホームに入ろうとすると、知的障害があるばかりに、邪魔されたり、白い目で見られる。でも、地域に生活することが最終的目標。
グループホーム、諸物価厳しい、利用料も7,000円近く。給料が10万ぐらい、年金は６万6,000円もらっている。それでも食べていけない現実。現場の声を載せてもらえないのか。

○　23ページの２つ目。都庁で、今、精神科病院で、生活保護受給者の退院措置をやっていますよね。ここに書くべき。東京都も積極的に取り組んでいると。

　もう一点は、平成５年、障害者基本法か制定されたにもかかわらず、精神障害者は福祉手当ゼロ円。身体・知的の場合は１万5,500円。

○　グループホームの精神障害者の現状としては、ただ物理的に移せばいいということではなくて、その人に合う形が非常に難しい選択が迫られ、住まい方を考えなくてはいけない。

○　入所施設は特に、先般、東京都から提示された資料の中に、施設のないところというのがありました。80万もいる区で一つも施設がない、その区の障害者はどうしているでしょうか。

【第３章　２】

○　ケアマネジャーの養成は、引き続き進めるということと、１回研修を受ければいいということではなく、スキルアップしていただきたい。

　自立支援協議会に関しては、ただ寄せ集めてつくればいいという問題ではない。

○　個別支援学級より一般学級に行っている障害児のほうが実質的には多く、一般学級に現実として行っている人たちが困っている状況を解決してもらいたい。

　相談支援事業の実績が利用計画の２％の理由は、運営経費が激減し、自立支援法の中で地域生活支援事業の一事業に位置づけられたが改善していないこと。ケアマネの問題は非常に重要で、育成は国や東京都と協力しているので、ぜひやってほしい。

　自立支援協議会について、現場は、自分の団体で支え切れないのでネットワークをつくりたいけれど、自立支援協議会という制度ができると団体のトップが集まるだけで形骸化する。自立支援協議会は、専門家が豊富な東京では必要ない。グループホームの職員の支援とかをきちんとやれば、世話人が癒し合う場も相談もでき、必要という声がある。

　成年後見制度はメリットもある反面、自己決定に基づく日常生活を阻害する面も含まれ、真に必要な場合に限定して活用する必要がある。

○　相談支援事業の受講生の質が悪い、受講中に質問が出ない。困っている人の相談に乗るはずの人が補助金でお給料をもらっていてはだめ。

　自立支援協議会は必要。東京都と市町村とは役割が違う。東京都がまず立ち上げ、各市町村に協議会をつくって、中身まで提案していこうということ。

　ネットワークをつくって、困っている人を救うという意味において、自立支援協議会を形骸化させてはいけない。見守る、関与する人が必要。

○　私たちは相談にいけない。どこで相談支援できるのか、実情もわかっていない。そういうことが現実であることをわかっていただかないと、おかしい。

○　権利擁護の項が全体の中にない。施設は、虐待であるとかそういう問題が起きやすい。成年後見制度を使おうと思っても、なかなか使えない。そこをもう少し書いていただきたい。

○　形骸化されたものでない、本当の意味でのネットワークづくりが必要。また、相談支援を担う人材のところで、研修を５年ごとに受講・修了するだけでなく、専門職としての社会福祉士の配置、活用は、高齢者福祉に比べおくれている。もう少し活用、配置があって良い。

○　精神に関しては生活支援センターが地域活動支援センター１という形で移行し、少人数でやっている事業所が多い。アウトリーチ、訪問活動の手配ができていない。しかし、当事者が仕事として位置づけられるものが出てくると、もっと広がる。今後考えていただきたい。

○　各部局の人が集まって、調整するのはわかるが、それは計画でやるべきで、これは協議会。今回は起草案だから、今日の議論とかを入れ込んでください。

　それぞれの委員から自分たちがこの会議に出ていて何の意味があるんだ、全然盛り込まれていないじゃないかという議論がありました。起草のときに、計画に当たっては、そういうものが反映するような形の進行の仕方をしろとか、そういうことに留意すべしとか言いました。それをもう少し、調整はよくわかりますけれども、入れ込んでもらいたい。

　それと、施設とか障害者関係者、障害者当事者の方が一生懸命やったとしても、計画は、都民の理解がなきゃいけないから、そういうことも最終局面では入れていただきたい。

資料４
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